
農林水産課
１　概要

２　事業費(平成30年度繰越+令和元年度繰越)
全体 (単位：円)

工種 箇所数 総事業費 補助金(国・県) 起債 一般財源 地元負担

農地 114 164,670,851 139,821,707 8,500,000 13,184,150 3,164,994

農業用施設 151 294,604,211 254,964,649 10,900,000 25,108,327 3,631,235

林道 20 22,569,098 15,143,000 6,100,000 1,119,776 206,322

合計 285 481,844,160 409,929,356 25,500,000 39,412,253 7,002,551

内訳
・国庫補助 (単位：円)

工種 箇所数 総事業費 国庫補助金 起債 一般財源 地元負担

農地 70 147,417,080 136,044,612 5,800,000 4,057,265 1,515,203

農業用施設 69 246,329,617 236,063,341 8,200,000 834,743 1,231,533

林道 4 18,427,854 15,143,000 2,900,000 358,875 25,979

合計 143 412,174,551 387,250,953 16,900,000 5,250,883 2,772,715

・小災害
①町発注(しっかり守る交付金［単県補助］等) (単位：円)

工種 箇所数 総事業費 県補助金 起債 一般財源 地元負担

農地 23 10,262,250 2,192,270 － 7,112,175 957,805

農業用施設 54 29,147,684 11,452,477 － 16,259,412 1,435,795

林道 0 0 0 － 0 0

合計 77 39,409,934 13,644,747 － 23,371,587 2,393,600

②地元発注(しっかり守る交付金［単県補助］) (単位：円)

工種 箇所数 総事業費 県補助金 起債 一般財源 地元負担

農地 6 3,513,871 1,584,825 － 1,584,825 344,221

農業用施設 15 15,689,710 7,448,831 － 7,448,832 792,047

林道 0 0 0 － 0 0

合計 21 19,203,581 9,033,656 － 9,033,657 1,136,268

③町発注(起債対象) (単位：円)

工種 箇所数 総事業費 県補助金 起債 一般財源 地元負担

農地 15 3,477,650 － 2,700,000 429,885 347,765

農業用施設 13 3,437,200 － 2,700,000 565,340 171,860

林道 16 4,141,244 － 3,200,000 760,901 180,343

合計 44 11,056,094 － 8,600,000 1,756,126 699,968

３　今後の予定

平成30年台風24号災害の復旧状況について

※自力復旧198件(農地98件、農業用施設90件、林道10件)は除く

　国庫補助分は全て発注済みで、年度内完成。
　小災害分は２件(公文農地法面、倉坂農道法面)が不落札となり、年度内完成が困難
となったため令和３年度に改めて発注する。なお、営農には支障なし。

　農地・農業用施設における平成30年災害の復旧について、小災害の２箇所以外は今
年度中に全箇所復旧完了予定であり、復旧事業の箇所数、事業費等の実績(見込み)を
報告するもの。



農地災害復旧工事（33-52,62,66松谷地区災害復旧工事のうち33-66）

農業用施設災害復旧工事（33-234倉坂地区災害復旧工事）

林道災害復旧工事（林道本谷線（２号箇所）災害復旧工事）

着工前 完了

国庫補助

着工前 完了

着工前 完了



農地災害復旧工事（412-1田越地区農地災害復旧工事）

農業用施設災害復旧工事（247八橋地区災害復旧工事）

農地災害復旧工事（319公文地区災害復旧工事） 農業用施設災害復旧工事（206-3倉坂地区災害復旧工事）

着工前 完了

小災害

令和3年度復旧予定箇所

着工前 完了



平成30年台風24号災害（9/29～30）復旧箇所図
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琴浦農業振興地域整備計画の変更(全体見直し)について

農林水産課

１ 経緯

「農業振興地域の整備に関する法律(農振法)」に基づき、農業生産の基盤となる優良

農地の確保を図るため、昭和 44 年に策定した「琴浦農業振興地域整備計画」について、

国の指針や県の方針変更、経済事情の変動その他の情勢の推移を考慮し、平成 25 年度以

来となる全体見直しを実施した。

２ 農用地区域の面積 (単位：ha)

３ 主な変更内容

前回の琴浦農業振興地域整備計画は、除外する土地の地番を表記する方式で作成した

ため、山林や宅地といった地目も農用地区域内の土地となっていた。

今回の見直しでは、農用地区域とする地番を表記する方式とし、一定の要件を満たす

農地や農業用施設を農用地区域とした。

【今回農用地区域から除外した要件】

①土地改良事業等が未施行の区域内にあり、かつ、10ha 以上の集団的に存在する区域内

になく、今後も土地改良事業等の計画が見込めない。

②道路・河川等、開発行為の許可、農地転用許可が不要な施設の用途に供されている。

③既に山林原野化しており、農用地、土地改良施設又は農業用施設としての利用が見込

めない。

④「琴浦町の農業の振興に関する計画(27 号計画)」の対象地域

項 目 時 期

(１) 基礎調査及び整備計画(案)の作成 2019 年 4 月～12 月

(２) 農業委員会、JA、土地改良区等から意見聴取 2019 年 12 月

(３) 鳥取県中部総合事務所長へ事前協議 2019 年 12 月～2020 年 12 月

(４) 27 号計画の策定 2020 年 8 月

(５) 計画案の公告縦覧、異議申立期間 2021 年 1 月～2月

(６) 鳥取県中部総合事務所長へ本協議 2021 年 2 月

(７) 変更計画の決定公告(完了) 2021 年 3 月 4日

田 畑 樹園地 農業用施設用地 合計

変更前 １，３９６ ７５４ ６５０ ４７ ２，８４７

今回 １，３７３ １，０１０ １０６ ４７ ２，５３６

増減 △２３ ２５６ △５４４ ０ △３１１
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